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1.研究目的
クレジット・カードがマーケティング戦略の効果的な手段と言われるよ
うになって久しく，同時にまた，マーケティング研究においては，信用な
いし消費者信用とし、う概念がその歴史の古くから取り扱われてきた。確か
に，クレジットとL、う概念についての研究蓄積には膨大なものがあるが，
しかしながら，現在行われているクレジット・カードに関する議論は，こ
れを如何に利用するか，あるいはこれが如何に利用されるかについてのも
のであり，クレジッ卜・カ)ドが何であるかの概念定義を踏まえたうえで
(1) 文献C2J参照。
(2 ) 例えば，最近のマーケティング研究における，一連のクレジット・カードに関
する論文の代表的なものには，文献 CIJC7J C8J CI0J C16J (18J (19J (20J (23J 
C25J (37J，などがある。
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の分析が行われているとは言い難し、。換言すれば，クレジットとL、う決済
機能ないし決済制度の研究が行われてきているのに対し，クレジット・
カードとL、う決済媒体と決済機能ないし決済制度との関係の分析は，現時
点のマーケティング研究には見ることはできない。
また，実際のマーケティング活動では，現金，小切手，プリペイド・カー
に銀行 POSカードなどを含めた決済システムの構築-活用という観点
の中で，クレジット・カードが問題にされているのに対しマーケティン
グ研究ではクレジットないしクレジット・カードのみに議論の対象が限定
されている感をぬぐえない。
さらに，マーケテイング?研究に加えた，その他の関連分野での研究蓄積，
例えば，経済学における貨幣機能論や，銀行論で扱われる小切手理論にも
目を向けた場合，現実の決済システム構築・活用の際に論じられるコンピ
ュータや通信ネットワークといった物理的技術的側面の議論が，これらの
研究に組み込まれていないのが現状である。
そこで，この論文では，クレジット・カードを含む決済システムの象徴
である貨幣の機能と効用の分析に主眼がおかれる。この，貨幣機能とその
効用とL、う議論は，伝統的なマーケテイング研究の文脈の中では奇異に思
えるかも知れないが，企業のマーケティングが決済システムを通じて何を
提供しようとしているかを明らかにするには不可欠のものであり，この提
供するものを明確化することなしに，これを如何に利用するかの問題，即
ちマーケティング戦略の問題に立ち入ることはできないと考えられる。
この主旨のもとに以下では，まず，貨幣(以下では「決済媒体」と呼ぶ)
(3 ) マーケテイング研究の主だった雑誌や理論書，例えば，文献 (9J(l1J Cl2J (21] 
(29J (35J (36Jなどでは，クレジットないしクレジット・カードのみが問題と
され，その他の決済媒体は，マーケティング研究とは異なる文脈の中で，論じら
れている。例えば，文献 (13J(14J [15J (17J (24J (2むなどである。
(4 ) ここで使用される「効用」概念は，経済学的意味と同義ではなく，以下で定義され
る貨幣機能の可測的な効果と効率を総合的に算出した結果得られる値を意味する。
(5) クレジット・カード等を，従来の貨幣概念の枠組みの中で把握できるかどうか
(次頁に続く)
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機能の論理的構造分析と，決済媒体効用の体系的計量的把握のための枠組
みを提示し企業が決済システムを構築する際に考慮すべき要素群を明ら
かにする。さらに，この分析を基にして，各決済媒体を分類し，各々の存
在条件を導出することにより，決済システム構築・活用の際に設定すべき
各決済媒体効用決定要素の質量を定め，最後に，マーケティングで問題と
される決済システムの各形態を列挙・分類することで，クレジット・カー
ドを含め，企業のマーケテイングが対象とすべき決済媒体集合を提示する。
2. 決済機能の基本分析
市場取引において貨幣=決済媒体の果たす基本的機能を明確にするため
の議論は，相当の過去の研究遺産の検証を要するが，この論文はこの検証を主な
目的としたものではなL、。そのため，この論文では，議論の混同を避けるために，
「貨幣」の代わりに「決済媒体」とL、う言葉を使用している。なお，伝統的な研
究手続きという観点からすれば，新しい理論の構築は，過去の研究遺産および現
在の研究業績の批判的検討，即ちレヴューを行ったうえで為されるべきであるが，
ここで提示される理論は，研究成果の公的な発表順序としての伝統的手続きを踏
んでいない。その理由として，
① レビューとこの理論を一つの論文の中で処理するには，物理的に不可能なこ
と，
① 企業活動の現実的な政策立案の要請から，理論的かつ実践的な研究成果の提
示が，レビューの発表よりも先んじて求められていること，
① ここで求められている理論は，理論ライフ・サイクル・モデル(文献 C27J
参照)から見て第一発展段階にあると考えられる O 即ち，ここで構築が求めら
れている理論は，過去の特定研究分野内での理論の単なる精綴化によって得ら
れるものではなく，複数分野で過去に蓄積された研究成果を解体し，新しい文
脈の中でそれらを再構築した結果得られるものである。ここで提示する理論は，
この解体そして再構築という一連の作業に論理的核を与えるものと考えられ
るO
誤解を避けるために一言加えて置くならば，先の理論ライフ・サイクル・モ
デ、ルて、明らかなように，ここでの理論を展開するために，既に膨大な量の研究
遺産の検証と現実観察が行われていることを記しておくとともに，この理論と
過去の研究成果との連絡を見出す一連の作業，即ちレビューは，機会を見て発
表されることを記しておきたい。
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に，貨幣の基本的性格を，物々交換経済と貨幣経済との比較から導き出す
ことは妥当なことと思われる。
貨幣経済では財に対する対価の支払いは貨幣によって行われるが(基本
図式 1参照)，ここで貨幣が果たす役割は，物々交換が行われる原始経済
では給付財に対する反対給付財の交付に相当することから(基本図式2参
照)，貨幣経済においては，取引における対価=反対給付財の所有権が貨
幣=決済媒体によって給付財の買手から売手に移転されると考えることが
できる。市場取引ではこの給付財において売手と買手の聞に存在する時空
間的質量的懸隔を架橋する活動が必要とされるが，物々交換経済において
給付財と反対給付財との交換を成立させるためには，反対給付財において
も給付財と同様の活動が必要とされると考えられる。即ち，ここで貨幣=
決済媒体の市場取引における働きを決済機能とするならば，決済機能とは
売手と買手間に存在する反対給付財の時空間的質量的懸隔を架橋する働き
であると言うことができるだろう O
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従来，給付財における時空間的質量的懸隔の架橋活動は，時間効用・空
間効用・質効用-量効用の創出活動として捉えられてきたが，今見たよう
に決済機能もまた反対給付財における時間効用・空間効用-質効用-量効
用の創出を行うものと考えることができる。ここで，決済機能の発動によ
って創出される効用を貨幣効用=決済媒体効用と定義するならば，決済媒
(6) 時空間的質量的懸隔の架橋活動という基本概念の萌芽は，マーケテイング理論
の古典文献 ([4J[5J [6Jなど)既に見られるO
(7) 文献 [31J[32J [33J [34J参照。
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体の総合効用は，反対給付財(以下，決済手段と呼ぶ)におけるこの 4つ
の効用の総合値によって評価されることとなる。
決済媒体の効用を測定するとL、う動機から，各効用の大きさを 1つのベ
クトルの大きさによって表す試みが以下で行われるが，決済媒体の総合効
用を測定する場合，この4つのベクトルは，性質を異とする 2つのグルー
プに分類されることに留意する必要がある。
1つは，決済手段の交換における質量的懸隔の架橋活動で-あり，決済手
段の価値を何らかの形で表したもの，即ち決済手段情報を生み出す活動(決
済手段の情報化)のグループである。これを決済手段の変換と呼び，これ
により創出された効用を変換効用と呼ぶことにする。もう 1つは，決済手
段の交換における時空間的懸隔の架橋活動であり，決済手段情報の移動，
つまり情報化した決済手段の所有権の移動ないし移転を行う活動のグルー
プである。これは，決済手段の移動と呼ばれ，これにより創出された効用
は移動効用と呼ばれる。
従って，決済媒体の総合効用は，質効用ベクトルと量効用ベクトルの合
算により示される決済手段変換効用ベクトルと，時間効用ベクトルと空間
効用ベクトルの合算により示される決済手段移動効用ベクトルとの合計値
によって測定されることとなる(図1)。
決済手段の移動効用
l /た斉媒体の総合効用
《一二 〉 決済手段の変換効用
'" ~\l.' 
図 1
(8) 決済媒体とは，決済機能の発動用具と定義する。
(9) 決済手段とは，反対給付財を指し，現在所得ならびに将来所得，および預金や
資産などがあるO なお，この意味での決済媒体と決済手段の用語の定義は，文献
[28Jで既に行われている。
(10) ここで決済手段の変換と呼ばれるものは，従来 W-G-W として議論されて
いる(文献 [30Jなどを参照)。
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3. 決済機能特性の規定要素構造分析
企業はマーケティング戦略上有効な効用を持った決済媒体を提供する必
要がある，という観点から，以下では，各決済媒体における変換効用およ
び移動効用の規定要因構造分析を行い，その後に，複数の決済媒体の利用
時における複合効用の算出方法を検討することにする。
(1)変換効用の規定要素構造分析
先に，変換効用を生み出す決済媒体の変換機能とは，決済手段を情報化
することであると述べたが この決済手段の情報化即ち変換機能とは，特
定の決済手段と交換可能な商品集合 つまり商品の品揃えと総数量を明ら
かにするものであると言える。
変換効用は，先に述べたように，決済手段の交換における質量的懸隔の
架橋活動によって創出される 2つの効用，即ち，質効用と量効用の合計に
よって算出される(図 2)。この 2つの効用をさらに定義すれば，質効用
とは，変換の容易性を示すものであり，評価対象となる決済手段(=交換
可能商品)の範囲ないし集合の大きさを示し，また量効用とは，変換の微
細性を示すものであり，決済手段の評価単位(=交換可能商品単位)の分
解能を示している。従って，決済手段の変換機能とは，厳密には，個人な
いし法人などの特定主体の所持する決済手段と交換可能な商品集合を特定
単位で表示する機能であると定義できる。
量効用
変換効用
，?
??、 質効用
図2
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ここで特定単位で表示されることによって，ある決済手段には，次の2
つの性格が生じる。 1つは，その決済手段は，その単位に変換可能な商品
集合と交換が可能であること，即ち，その決済手段の交換範囲の表示が含
まれること，もう 1つは，その決済手段は，その単位で交換可能な商品の
量によって評価されること，即ち，その決済手段の交換量の表示が含まれ
ること，である。
ここに見るように，変換効用の創出において，単位設定が中心的役割を
担っていると言える。例えば， X point a (point aとは特定単位)の決済手
段を特定主体が持っているとすると，このことは，特定主体は， point a 
でその評価が示されている商品を総数量Xまで入手可能であること，つま
り， X point aの決済手段と Xpointaまでの商品との交換が可能であるこ
とを示している。従って，決済媒体は，特定主体が Xpoint aの商品を入
手できるだけの決済手段を所持していると L、う情報を伝えるものであり，
換言すれば，決済媒体には， X point aとL、う決済情報の表示機能がある
と言える。
考察をさらに進めれば，単位とは，ある特定社会で認知された価値評価
尺度であり，決済手段や商品の持つ価値を均質化(質から量への変換)す
ることで，それらの価値の比較を容易にするものであると考えられる。従
って，設定単位の適用対象は，交換対象商品集合を表し，設定単位の実質
的大きさは，価値評価の正確性(誤差の少なさ)を表す。
(1) 従来言われている貨幣(決済媒体)の持つ価値評価機能(文献 [38J参照)と
は，決済媒体の持つ機能のうちの変換機能(通常は，決済媒体が表示する単位の
機能)である。なお，ここで示す分析は，従来の貨幣機能論に比べて，はるかに
論理的・体系的である。
(12) 単位設定の問題は，経済学的に見ていくつかの疑問を提出する。一つは，貨幣
発行量の増減が，インフレやデフレと関係する現象があるが，これは貨幣で‘は，
決済媒体の価値表示機能と単位の価値評価機能が不可分になっており，決済媒体
総数の増減と特定単位表示の価値数量の増減が同一に行われることと関係がない
(次頁へ続く)
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決済媒体の変換機能を論じる際には この価値評価単位特定の問題が大
きな部分を占めるが，この単位が，ある特定社会で認知された価値評価尺度
であることから考えると，単位の外延としては，円やドルなどの国家レベル
での価値評価尺度から，個人信用度といった私人・法人間の私的レベルで
の価値評価尺度までが含まれることになる。今後の議論を明確にするため
に，この単位を設定する制度体を国家レベルと一般企業レベノレとに区分し，
マーケティングにおける決済媒体を問題とする際は，国家信用に基づいた
通貨単位設定自体はマーケティング環境として扱うべきだと考えられる。
マーケティングにおける決済媒体の変換効用を考察する場合，質効用ベ
クトルによって示される質効用は，ある決済媒体が提供できる商品集合の
大きさと見ることができる。 例えば，ハウス・カードと園内カード，国際
カードでは質効用が異なっていると考えられる。また，量効用ベクトルに
よって示される量効用は，ある決済媒体で決済できる基本単位額の綿密性
と見ることができ，例として電話の料金基本単位時間の設定問題などがあ
るだろう。ところで，決済媒体の変換効用を算出する際に考慮すべきもう
1つのベクトルが存在する。それは，変換の誤差・歪み・失敗にかかる費
用，即ち変換コストであり，商品購買時の相場と決済時の相場との誤差か
ら生じる損失や，カードによる購買品破損時の保証などとが例として挙げ
られる。これら 3つのベクトルの合算によって，実質的な変換効用が測定
される(図3)。
3つのベクトルの統合により 3次元的に変換効用ベクトルが表示される
かということである。また，単位の大きさ=価値評価の正確性の点で，需給曲線
が連続的であることと，単位が設定されることで，この曲線は実質的には断続線
になることとの聞には需給適合の失敗やデノミの際生ずる問題など，何かの問題
が潜んでいるのではないか，ということである。
(13) 単位設定問題は，マーケティング的に見ても，将来的に非常に興味深い問題で
ある。例えば， EC統合に向けての通貨競争制度案，民間企業による単位設定な
どc
(14) 国家信用レベルでは，外国為替の問題がある。
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量効用
※ 表 1
ベクトルの大きさ
同 異
変換コスト
同 ① ① 
ベクトル
質効用 の傾き
異 ① ① 
図3
際(図 3の※)，このベクトルの大きさは，決済媒体の持つ変換効用の大
きさを表している。またこのベクトルの傾きは，決済媒体の持つ変換効用
の中身(偏り)を表しており， sin.， cos.， tan.，などの手法により，変換効
用規定要素聞のバランスの程度を診断できると考えられる。さらに，表1
に見られるような場合分けを行うことによって，マーケテイングにおける
決済媒体の差別化(競争と棲み分け)における問題解決の基本パターンが
説明できると思われ，例えば，ハウス・カード対ハウス・カード等の同一
種決済媒体間競争やハウス・カード対汎用カード等の異種決済媒体間競
争，あるいはハウス・カード，国内カード，国際カードの併用における複
合効用競争などの問題の理解に効力を発するであろう。
(2)移動効用の規定要素構造分析
移動効用は，決済手段情報の移動を行う決済媒体の移動機能によって創
出されるが，この移動効用は，前述のように，決済手段の交換における時
空間的懸隔の架橋活動によって創出される 2つの効用，即ち時間効用と空
間効用の合算によって算出される(図4)。
この 2つの効用をさらに定義すれば，時間効用とは，移動の融通性を示
すものであり，決算手段情報の時間的移動度(例えば，消費者信用におけ
る将来所得などの現在購買への利用程度)を示し，また空間効用とは，移
動の利便性を示すものであり，決済手段情報の空間的移動度(例えば，現
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金に比した小切手の大量資金支払いの簡便度)を示している。
この論文の主旨の 1つである測定可能な理論装置の提供という観点か
ら，以下ではこの移動効用を規定する複数の要素を導出するが，これらの
複数要素は大きく分けて，決済手段情報の移動範囲を意味する移動可能空
聞を決定する要素集合と，決済機能を作動させるために必要な移動実現手
段の効果 (performance)を規定する要素集合，そして移動実現手段の効率
(costないし energy) を規定する要素集合の3つのグループに分類され
る。以下では，まず移動可能空間の構成要素を列挙し，次に移動実現手段
の効果と効率を算出する際の軸となる，移動実現手段の構成要素を列挙す
ることにする。
(1) 移動空間の構成要素
移動機能の可動範囲を規定する移動空間の構成要素には，次の7つのも
のがある。
① 取引商品集合...・H ・..変換機能が決定する交換可能商品集合
② 企業集合・H ・H ・..……決済媒体の使用を受諾している企業集合を指す
が，企業には流通業者や銀行，証券会社などが
含まれる
(15) ここでの「空間」とは. 2つの移動効用ベクトルによって構成されるものであ
り，空間効用における「空間」とは，意味が異なる。
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① 取引の空間的範囲…決済媒体の使用可能な庖舗(キャッシュ・デ、イ
スベンサーやパス，タクシーなどのサービス機
関も含まれる)の地理的な展開範囲を指すが，
①と別途にこの要素を考慮するのは，一企業に
おし、てー庖舗しか展開していない場合から，複
数地域に渡って複数庖舗展開している場合まで
が考えられるためである
① 取引の時間的範囲…決済媒体の使用可能な物理的時間帯を指し，例
えば眉舗の開!苫時間帯，キャッシュ・ディスベ
ンサーの稼働時間帯，ハイウェイの利用時間帯，
などがある
① 取引の継続性………取引における決済媒体の反復利用度を指し，特
定の決済媒体が一取引でしか利用できない場合
から，複数の取引に渡って同ーの決済媒体が利
用できる場合がある
① 支払い条件・H ・H ・..…決済媒体によって移動可能な決済手段の量を決
定する条件であり，例えば，クレジット・カー
ドの利用限度額や分割払い回数，支払い期限な
どがある
⑦ 決済機能形態………後に述べる複数決済媒体併用時における複合効
用の内容
(2 ) 移動実現手段の構成要素
移動実現手段の構成要素には，主に次の3つのものがある。
① 決済媒体…...・H ・..…決済媒体とは，決済機能の象徴的存在であり，
かつ以下で述べる決済機能支援システムを作動
させる物理的用具である
(16) ここでの「時空間」とは，時間効用においても空間効用においても，これを規
定する要素であり，時空間効用の「時空間」とは同一ではない。
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決済媒体は，その物理的素材によって，コインなどの金属媒体，貨
幣や消費者信用取引における契約書などのペーパー媒体，プリペイ
ド カードや銀行 POSカード，クレジット・カードなどのプラス
ティック媒体(通常は，磁気テープや ICチップなどの金属媒体が
付帯されている)，声紋，指紋などの生体媒体の4つに分類できる。
① 決済情報...・H ・..……決済情報とは，決済機能支援システムを作動さ
せる知識的用具である
この決済情報には，大きく分けて 2種類あり， 1つは決済に必要な
情報であり，下位分類として，決済媒体の有効性確認情報(デザ、イ
ン，透かし，捺印，暗証コード，署名など)，決済の規定限度額や
残高，決済媒体の使用有効期限，決済手段情報(取引額など)の4
つがある。もう 1つは，決済から発生する情報であり，誰が，何処
で，何時，何を， どれだけ， どのような条件で，などの情報が含ま
れる。この情報は，後続取引の有効性保持(ブラック・リストやホ
ワイト・リスト作成，決済記録作成など)のためと，顧客リストや
購買記録などを基にしたデータ・ベース・マーケティングなどへの
応用のために必要とされる。これらの情報は，資金流の合理化か，
あるいはダイレクト・マーケティングなどへの応用かなどの，マー
ケティングにおける決済媒体の利用目的によって， どの情報に収集
・利用の比重が置かれるかが異なってくると考えられる。
① 決済機能支援システム…決済媒体と決済情報の処理を通じて決済機能
(決済手段情報=情報化した決済手段の所有権
の時空間的移動(移転))を作動させるシステ
ムである
このシステムは，物理的用具と知識的用具から構成されている。前
者には，決済媒体の保管や，決済情報の入手ないし入力-提示ない
し出力・記録・伝達などに使われるものであり，顧客・レジ係-庖
員などの人的用具と，財布・レジスター.CAT. POS.コンビュー
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タ-通信ネットワークなどの設備的用具がある。また，後者には，
決済媒体や決済情報の処理を行うための知識，能力，ノウハウ，コ
ンピュータ・ソフトなどがある。
先に述べたように，移動効用を測定する場合には，ここに挙げた移動実
現手段の構成要素ごとに，その効果 (performance)と効率 (cost)を規定す
る要素を導出し測定する必要があるO これらの要素は膨大な数になるた
め，その導出は別の機会に譲るが，移動実現手段の効率 (cost)に関して簡
略に注記しておれば，これは大別して，遂行コスト(製造費，設備費，運
用費，人件費など)と失敗コスト(不良債権・不正使用・システムの不能
による損害など)，そして予防コスト(セキュリティ費，保険費，教育費
など)の3つに分類される。なお，今後の分析を明確にするためには，例
えば，前払い・即時払い 後払い別に，移動効用の規定要素を具体的に論
じる必要があると考えられる。
以上の考察により，時間効用および空間効用から構成される移動効用は，
移動可能空間の大きさと，移動実現手段の効果および効率の3つのベクト
ルの合算によって測定される(図5)。この3つのベクトルの統合により
3次元的に移動効用ベクトルが表示される際(図5の※)，このベクトル
の大きさは，決済媒体の持つ移動効用の大きさを表している。また，この
ベクトルの傾きは，決済媒体の持つ移動効用の大きさを表しており， sin.， 
cos.， tan.，などの手法により，移動効用規定要素聞のバランスの程度が診
移動可能空間の大きさ
※ 
←一一ー で
....吋i
'"ご'も' 移動実現手段の効率
図5
ベクトル
の傾き
表2
ベクトルの大きさ
同 異
同 ① ② 
異 ① ① 
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断できると考えられる。さらに，表2に見られるような場合分けを行うこ
とによって，マーケティングにおける決済媒体の差別化(競争と棲み分け)
の問題解決の基本パターンが説明できると思われ，例えば，クレジット・
カード対クレジット・カード等の同一種決済媒体間競争やクレジット・
カード対プリベイド・カードないし貯蓄等の異種決済媒体間競争，あるい
はクレジット・カード，銀行 POSカード，プリベイド・カードの併用に
おける複合効用競争などの問題の理解に効力を発するであろう O
(3)複数決済媒体併用時における複合効用の算出
現実生活では，複数種類の決済媒体が，場合に応じて使い分けられてい
る。従って，決済媒体の効用を論じる際に，ある特定種類の決済媒体の効
用を論じることに加えて，様々な決済媒体を組み合わせた利用が，消費者
の購買行動や企業の提供するサービス集合において，どのような効用を持
ちうるのかを論じる必要がある。上述の決済媒体の移動効用分析は，特定
種類の決済媒体を分析対象にするもののため，複数種類の決済媒体の使用
による複合効用測定のためには，次に示す分析を加える必要がある。
時間効用でみた決済機能形態は，前払い・即時払い・後払いに大別され，
また，空間効用で、みた決済機能形態は，財取引-現金取引・キャッシュレ
ス取引に大別される。ところで，前払いは決済手段を時間的に後方移動し，
また後払いは決済手段を前方移動するが，両者は決済手段の移動効用とい
う点で同時にプラスの効用を持っと考えられるため，時間効用ベクトルを
2本想定するのが妥当と思われる。従って，複数の決済機能形態の併用に
よる複合効用は，この2本のベクトノレに空間効用ベクトルを加えた， 3本の
ベクトルによって測定されることになる。従って，これらの決済機能形態
は，図6-1のように移動効用ベクトル空間内に位置づけることができる。
ところで 2つ以上の決済機能形態ないし2つ以上の決済媒体の組み合
わせによって生ずる効用は，図中の実線による矢印により示されるが， 2 
次元で描かれるこの図では，前払いと後払いの組み合わせのように，相乗
効果をもたらすであろう組み合わせの複合効用が表示されないだけでな
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く，相殺効果を生じる計算になるという問題点がある。そのため，基本と
なる 3つのベクトル(図中の太線による矢印)の組み合わせから生じるベ
クトルの大きさと傾きが，各決済機能形態ないし決済媒体を併用した際の
複合効用を示すように，図6-2のように 3次元で表示するのが好ましい
と考えられる。
このような分析の目的は，企業が，その置かれた状況に応じて，マーケ
ティング戦略上最適な決済システムを構築する指針を与えることにある。
prepaid card-check/bank pos-credit card 
一一一一一一ータ
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(17) ここでは，基本となる 3つのベクトルを座標軸とし原点(基点=0) として
財による即時払いを考えているが，財による即時払い自体の効用を考える必要が
あれば， ~Ij途に座標軸を設定する必要があるだろう。
74 第13巻第3号(経済学・経営学編)
これを念頭に置くならば，図6において留意すべき点が，主に 2点ある。
1つは，実際的な複合効用を考える場合，基本となる 3つのベクトルは様
々な大きさをとると思われるため，図7-1そして図7-2のように表示
するのが，適当であろう。また，この図では，財取引く現金取引くキャッ
シュレス取引とL、う効用の大小関係を暗黙に設定してしまう危険を冒す可
能性があることである。決済媒体の使用状況により，各決済媒体の効用は
変化し，従ってそれらの大小関係も変化すると考えられる。そこで，様々
な基本的効用関係および例外的効用関係のパターンを区別し，各々のパ
ターンを成立させる条件と，その条件の発生確率を求め，パターンごとに
最適なマーケテイング戦略を策定すべきあると考えられる。
4. 諸決済媒体の特性
現在，マーケティングでは，プリベイド・カードやクレジット・カード
などの，プラスティックを素材とし，磁気テープや ICチップなどを付帯
させたカード状の決済媒体が注目されている。その理由として様々なもの
が挙げられているが，一言で言うならば，従来の決済媒体に比して，その
決済機能の効用が大きいからだと考えられるc
以下では，決済媒体の効用分析を基盤として，様々な決済媒体を効用ベ
クトル空間内に位置づけ，基本的類型化を行うとともに，各決済媒体が市
場取引において登場する際に，然るべき条件を揃える効用ベクトル空間内
の領域を明らかにする。加えて，この類型化により明らかになる決済媒体
の諸性質を，列挙することにする。
(1)移動効用を基準とした決済媒体類型
決済媒体の類型化には，変換効用を基準とした分類と移動効用を基準と
した分類の 2つのアプローチがあるが，ここでは，後者による分類を試み
ている。その結果が，図8に見られるものであり，図8-1ではまず決済
機能形態によって基本軸を設定し，その後にこの基本軸が生み出す空間内
に各決済媒体を位置づけた(図8-2)。なお，移動効用は，前述のよう
キャ、ソシュレス
耳又日l
現金取引」一一
財取ヲI!
即時払い
図8-1 
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に3つの基本ベクトルによって測定されるが，説明の簡便性ために 2つ
の時間効用ベクトルは重ねて表示しである。
この類型化において，実務上の常識から見て疑問の生じるであろう分類
がされている決済媒体があるため，これについて説明の必要があると思わ
れる。
Iつは，小切手である。小切手には支払い延期の機能，即ち時間効用が
備わっていると考えられている。ここで，時間効用創出という点から消費
者信用を考慮すると，これは財の購買(販売)時と決済時との間にある時
間的ずれ放に利用価値があるために，このずれは消費者信用の本質的性質
であると考えられ，如何にこのずれを生み出し利用するかが問題となる。
これに対し，小切手の使用に際する，財の購買時と決済時との間にある時
間的ずれは，小切手の物理的処理に起因するものであり，利用価値はなく
無駄なものである(但し，決済日の指定による決済延期は，理論上は消費
者信用に分類される)。従って，この無駄は可及的に取り除かれるのが望
ましく，小切手の機能をカードに持たせることは，最終的には銀行 POS
による即時決済の方向へ進むと考えられる。
2つめは，プリベイド・カードであるが， これは理論的に見て預金と同
機能を持つものと分類される。そのため，預金が通貨の一形態であること
から，プリベイド・カードに対しても，預金同様の措置，つまり委託金が
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義務付けられることが説明できる。
(2)各決済媒体の存在領域
現金以外の決済媒体が，市場取引で利用されるためには，それらの決済
媒体の効用が，現金の効用よりも大きくならなければならなL、。ここで，
決済媒体の移動効用=時間効用+空間効用としまた，預金および消費者
信用は，現金の時間的移動機能の特化形態であり，小切手は現金の空間的
移動機能の特化形態と考える。この4者は，取引状況より使い分けられて
おり，市場取引において基本的には同ーの存在価値があると想定されるた
め，各々の効用は，
① 小切手の効用=(時間効用0.0)+ (空間効用1.0) = 1 
①現金の効用=(時間効用0.5)+ (空間効用0.5)= 1 
① 前払いの効用=(時間効用1.0) + (空間効用0.0)= 1 
① 後払いの効用=(時間効用1.0)十(空間効用0.0)= 1 ，と表示さ
れることになる。
このことから，現金に代わる決済媒体の存在可能領域は，図9-1の斜線
payrnent card 
check/bank pOS 
ノ
GOODS 
prepaid card 
credit card 
CARD 
depositlprepayment 
consumer credit 
図9-1 
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部分により示されることになる。
ところで，小切手・現金-前払い・消費者信用の持つ移動効用は，常に
一定と言うわけではなく，状況によって変動すると考えられる。 例えば，
売手による個人信用取引の拒否や買手の個人信用喪失，または利子率〉イ
ンフレ率などの場合は，小切手・前払い・消費者信用に代わって現金(払
L 、戻しを含む)が使用される(図 9-2，図 9-3)。この命題の前提と
して，小切手・前払い・消費者信用が使用できない状況，つまり，これら
の移動効用が現金の効用より小さい場合には，より効用の大きな決済機能
形態ないし決済媒体が使用される，とL、う仮定が想定されている。この議
論を進めれば，例えばキャッシュ・カードの機能を説明することが可能で
ある。つまりキャッシュ・カードは小切手や銀行 POSカードなどの支払
L 、カード(図9-1の paymentcard) の効用が現金の効用より小さくな
った場合に，現金を使用できる働きをこのカードに付加させたものである
と言える。換言すれば，キャッシュ・カードによる現金引き出し機能とは，
現金の効用よりも小さくなった支払いカードの効用を，現金の効用まで引
き上げる機能と考えられる(図 9-4)。同様の理由により，プリベイド
・カードやクレジット・カードへの同様な機能の付加が行われることが考
moneyの効用>checkの効用の場合
ーーー--噌ー・---ーーーーー-ーーー司、
』
money 
check 
図9-2
moneyの効用>creditの効用の場合
ーーーーーーーーーーー『ー-ーーーーーー可
credit money 
図9-3
(18) 小切手・現金-前払い・消費者信用の4者の効用が，基本的に向ーとしている
が，実際には，時間効用あるいは空間効用が状況に応じて重視されるので， 4者
の使い分けが生ずる。
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えられるだろう O なお，この機能自体は決済機能ではないため，これを決
済媒体の補助機能と定義するのが妥当であろう。
payment card prepaid card/credit card 
ーー ーー ーー 一司守一ー ーー ーー 一ー一ー ーー 一ー一一「
図9-4
(3)決済媒体の諸性質
ここでは，上記の分析により整理される，諸決済媒体の性質のいくつか
について説明する。その 1つが，決済媒体の発展図式である。一般によく
言われるのは，財→現金→小切手→カードとL、う発展図式であるが，この
見解は一面的と言わざるを得ない。先に述べたように，小切手は現金の空
間的移動機能の特化形態であり，また，預金や消費者信用は現金の時間的
機能の特化形態と考えられるため，従来の見解では，後者の機能の発展が
組み込まれていないと言える。従って，正確な見解としては，図10に見ら
れるように，現金の機能は，小切手・前払い・消費者信用の持つ機能へと
payment card prepaid card/ credit card 
check/bank pos-一一ータ CARD
¥ノ?
ノ¥|
GOODS ----------prepayment/ consumer credit 
図10
(19) 決済媒体の発展図式に関する一般見解とは，当該業界内で論じられている一般
常識であり，様々な業界誌などでの評論・論説に見られるものである。
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分化しそして各々の機能がそれぞれに，あるいは統合されて，カードと
L 、う決済媒体に発展するものとされる。
諸決済媒体の性質で特筆すべきもう 1つの点は，経済体制の差異により
生ずるものである(図11)。国家信用経済で行われる取引は，原則的に無
名性取引であり，この取引で現金がもたらす情報は価格のみであるのに対
し，個人信用経済で行われる取引は有名性取引であり，この取引で使用さ
れる決済媒体がもたらす情報は，先に説明したように価格以外の情報を含
む決済情報である。換言すれば，現金は経済学的情報を提供し，個人信用
経済での取引で使用される決済媒体はマーケティング的情報を提供する，
と言えよう。
なお，プリペイド・カードは，企業と個人間で信用供与が行われ，その
取引が有名性を持つ点で，個人信用経済の決済媒体と解釈されるが，信用
供与の方向は，債務・債権の所在という点で，個人信用経済での取引で使
用される決済媒体とは反対であることに留意する必要がある。
CREDlT-広義
ー 一一 --: (個人信用経済)
MONEY 
(国家信用/貨幣経済)
GOODS 
(物々交換経済)
図11
5. 諸決済媒体の類型
この論文の最後の目的は，マーケテイングにおける決済媒体の現代的意
味を鑑みて，これらの明確な分類を行い，マーケティング活動対象および
マーケティング研究対象の核とその周辺領域を明らかにすることにある。
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決済媒体の分類に際しその効用の大きさの相違を分類軸にすることが
考えられるが，変換効用で決済媒体を見た場合，全ての決済媒体は，財→
決済媒体→財とL、う流れの中に連続的に位置づけられることになるため，
明確な分類の線を引くことが困難であると思われる O ここで，現在のマー
ケティングでは，決済の合理化と取引の有名性に主眼が置かれていること
を考慮にいれれば，決済機能の有無と取引の有名性の有無によって分類の
可能な，移動効用による分類を行うことが一つの試みとして挙げられ，こ
れによる分類が表3に見られるものである。表中の①~①がマーケテイン
グ的に見て問題であり，これらについて，各々の定義とその内容を整理す
ると以下のように纏められる。
表3
取引の有名性
有 無
機能済決
有 ① ① 
無 ① 
① 広義のクレジット・カード
これは個人信用に基づく取引，即ち広義の消費者信用取引で用いられ
る決済媒体であり，その外延として，即時払いの支払いカード(小切手，
トラベラーズ チェック，銀行 POSカード，ホーム・バンキング，フ
ァーム パンキングなどを含む)，前払い者が有名性を持つプリベイド
・カード(預金，定期券などを含む)，商品入手時と決済時期に本質的
なずれがある狭義のクレジット・カード(割賦払い，一括払い，消費者
金融などを含む)がある。
(20) 文献 [39Jに見られる分類に比して，理論的，かっ体系的て、あると思われる。
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① 広義の現金
これは決済機能を持つが，取引の際に有名性を伴わない決済媒体であ
り，様々な決済方法を提供する(様々な決済媒体の取り揃え)観点から
考慮されるべき決済媒体であると同時に，マーケテイング戦略上，次の
①の IDカードとの併用により①同様の効果を狙うものである。この外
延として，現金(これは理論的には，オフ・ライン処理の銀行カードつ
まり無記名式移動口座と考えられる)，無記名式プリペイド・カード(乗
車券・ギフト券・回数券・クーポン券などを含む)があるが，後払いは
その原理上この分類に入らなL、。
① IDカード
これは，決済機能は持たないが，取引を有名性にすることにより，①
と同様の効果を生むことを狙うもので 会員証，メンバーズ・カードな
どがある。
6. 研究展望
マーケティングにおいては，決済機能作動というサービスを製品と見な
すことができる。以上で展開した分析は，言わば，この製品の仕様書であ
るが，今後の研究では，既にこの論文中で指摘した研究課題を加えて，貨
幣機能分析の理論的計量的精徽化を図るとともに，この製品の特殊性を踏
まえ，既存のマーケティング理論の応用を図っていくことで，マネー・マー
ケティング理論とL、う新分野の開拓が望まれる。例えば，決済媒体の市場
導入-市場浸透という観点から， PLC理論や消費者行動論，決済媒体の
差別化という観点からブランド・ロイヤリティ理論や市場細分化理論，決
済手段情報の流通ネットワーク構築という観点からチャネル理論などを適
用することなど，が考えられるだろう。
また，ここで示した貨幣機能分析は，これまでの論述で明らかなように，
様々な既存理論を，ある意味で統合しようとする試みて、ある。様々な決済
媒体の出現に直面している現在，この貨幣機能分析を軸として，言わば，
既存理論の解体と再構築を行うことは 1つの試みと言えるであろう。
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